
第一五五回

閣第六六号

　　　農薬取締法の一部を改正する法律案

　農薬取締法（昭和二十三年法律第八十二号）の一部を次のように改正する。

　第一条の二第三項を次のように改める。

３　この法律において「製造者」とは、農薬を製造し、又は加工する者をいい、「輸入

者」とは、農薬を輸入する者をいい、「販売者」とは、農薬を販売（販売以外の授与

を含む。以下同じ。）する者をいう。

　第一条の二第四項を削り、同条第五項を同条第四項とする。

　第二条の見出しを「（農薬の登録）」に改め、同条第一項を次のように改める。

　　製造者又は輸入者は、農薬について、農林水産大臣の登録を受けなければ、これを

製造し若しくは加工し、又は輸入してはならない。ただし、その原材料に照らし農作

物等、人畜及び水産動植物に害を及ぼすおそれがないことが明らかなものとして農林

水産大臣及び環境大臣が指定する農薬（以下「特定農薬」という。）を製造し若しく

は加工し、又は輸入する場合、第十五条の二第一項の登録に係る農薬で同条第六項に

おいて準用する第七条の規定による表示のあるものを輸入する場合その他農林水産省

令・環境省令で定める場合は、この限りでない。

　第二条第二項中第三号を削り、第四号を第三号とし、第五号から第九号までを一号ず

つ繰り上げ、同項第十号中「製造業者の製造し、又は加工した」を「製造し、又は加工

しようとする」に改め、同号を同項第九号とし、同項に次の一号を加える。

　十　販売する場合にあつては、その販売に係る容器又は包装の種類及び材質並びにそ

の内容量

　第二条第三項第三号中「第四号」を「第三号」に改め、同項第四号中「作物残留性農

薬、第十二条の三第一項の土壌残留性農薬又は第十二条の四第一項の」及び「それぞ

れ、「作物残留性農薬」、「土壌残留性農薬」又は」を削り、同項第五号中「製造業者

又は輸入業者」を「製造者又は輸入者」に改める。

　第三条第一項中「一に」を「いずれかに」に改め、同項第二号及び第四号から第六号

までの規定中「前条第二項第四号」を「前条第二項第三号」に改め、同項第七号中「前

条第二項第四号」を「前条第二項第三号」に、「第十二条の四」を「第十二条の二」に

改める。

　第五条の二第一項中「製造業又は輸入業」を「製造若しくは加工又は輸入の事業」

に、「製造業若しくは輸入業」を「製造若しくは加工若しくは輸入の事業」に改め、同

条第二項及び第三項中「製造業又は輸入業」を「製造若しくは加工又は輸入の事業」に

改める。

　第六条第一項中「受けた者」の下に「（専ら自己の使用のため当該農薬を製造し若し

くは加工し、又は輸入する者を除く。）」を加え、「製造業者」を「製造者」に、「輸



入業者」を「輸入者」に改め、同条第二項中「、第三号又は第五号」を「又は第四号」

に、「附して」を「付して」に改め、同条第五項中「製造業又は輸入業」を「製造若し

くは加工又は輸入」に改める。

　第六条の二第一項中「同条第二項第四号」を「同条第二項第三号」に改める。

　第六条の三第一項中「第二条第二項第四号」を「第二条第二項第三号」に、「一に」

を「いずれかに」に改め、同条第二項中「第二条第二項第四号」を「第二条第二項第三

号」に改める。

　第六条の四の見出し中「作物残留性農薬等」を「水質汚濁性農薬」に改め、同条第一

項中「、第十二条の三第一項若しくは第十二条の四第一項」及び「作物残留性農薬、土

壌残留性農薬若しくは」を削り、「これらの指定」を「その指定」に、「これらの農

薬」を「水質汚濁性農薬」に改める。

　第六条の五中「一に」を「いずれかに」に改め、同条第二号中「製造業又は輸入業」

を「製造若しくは加工又は輸入」に改める。

　第六条の六中「一に」を「いずれかに」に、「第二条第二項第四号」を「第二条第二

項第三号」に改める。

　第六条の七第三号中「製造業者又は輸入業者」を「製造者又は輸入者」に改める。

　第七条の見出しを「（製造者及び輸入者の農薬の表示）」に改め、同条中「製造業者

又は輸入業者」を「製造者又は輸入者」に、「輸入業者が」を「特定農薬を製造し若し

くは加工し、若しくは輸入してこれを販売するとき、又は輸入者が」に改め、同条第六

号中「作物残留性農薬、第十二条の三第一項の土壌残留性農薬又は第十二条の四第一項

の」及び「それぞれ、「作物残留性農薬」、「土壌残留性農薬」又は」を削る。

　第八条の見出しを「（販売者の届出）」に改め、同条第一項中「販売業者は、その営

業所」を「販売者（製造者又は輸入者に該当する者（専ら特定農薬を製造し若しくは加

工し、又は輸入する者を除く。）を除く。次項、第十三条第一項及び第三項並びに第十

四条第四項において同じ。）は、その販売所」に、「左の」を「次の」に、「営業所

の」を「販売所の」に改め、同項第二号中「営業所」を「販売所」に改め、同項第三号

を削り、同条第二項中「販売業者」を「販売者」に改め、同条第三項中「あらたに営

業」を「新たに販売」に、「開始の日から二週間以内」を「開始の日まで」に、「営業

所」を「販売所」に改める。

　第九条の見出し中「販売業者」を「販売者」に改め、同条第一項中「販売業者」を

「販売者」に、「、第十二条の二第一項及び第二項並びに第十二条の三第一項」を「及

び第十一条第一号」に、「農薬でなければこれを」を「農薬及び特定農薬以外の農薬

を」に改め、同条第二項中「一に」を「いずれかに」に、「販売業者（第十五条の二第

一項の登録に係る農薬の輸入業者を含む。次項において同じ。）」を「販売者」に改

め、同条第三項中「販売業者」を「販売者」に、「製造業者又は輸入業者」を「製造者

又は輸入者」に改め、同条第四項中「製造業者又は輸入業者」を「製造者又は輸入者」



に、「製造業者若しくは輸入業者又は販売業者」を「製造者若しくは輸入者又は販売

者」に改め、「防除業者その他の」を削る。

　第十条中「製造業者、輸入業者及び販売業者」を「製造者、輸入者及び販売者（専ら

自己の使用のため農薬を製造し若しくは加工し、又は輸入する者その他農林水産省令で

定める者を除く。）」に、「製造業者及び輸入業者」を「製造者及び輸入者」に、「販

売業者に」を「販売者（製造者又は輸入者に該当する者を除く。第十四条第二項におい

て同じ。）に」に改め、「作物残留性農薬、第十二条の三第一項の土壌残留性農薬又は

第十二条の四第一項の」を削る。

　第十条の二第一項中「製造業者、輸入業者又は販売業者」を「製造者、輸入者（輸入

の媒介を行う者を含む。）又は販売者」に、「輸入し、又は」を「輸入（輸入の媒介を

含む。）し、若しくは」に、「又はその効果」を「若しくはその効果」に改め、「宣伝

をし」の下に「、又は第二条第一項若しくは第十五条の二第一項の登録を受けていない

農薬について当該登録を受けていると誤認させるような宣伝をし」を加え、同条第二項

中「製造業者又は輸入業者」を「製造者又は輸入者」に改める。

　第十一条及び第十二条を次のように改める。

　（使用の禁止）

第十一条　何人も、次の各号に掲げる農薬以外の農薬を使用してはならない。ただし、

試験研究の目的で使用する場合、第二条第一項の登録を受けた者が製造し若しくは加

工し、又は輸入したその登録に係る農薬を自己の使用に供する場合その他の農林水産

省令・環境省令で定める場合は、この限りでない。

　一　容器又は包装に第七条の規定による表示のある農薬（第九条第二項の規定により

その販売が禁止されているものを除く。）

　二　特定農薬

　（農薬の使用の規制）

第十二条　農林水産大臣及び環境大臣は、農薬の安全かつ適正な使用を確保するため、

農林水産省令・環境省令をもつて、現に第二条第一項又は第十五条の二第一項の登録

を受けている農薬その他の農林水産省令・環境省令で定める農薬について、その種類

ごとに、その使用の時期及び方法その他の事項について農薬を使用する者が遵守すべ

き基準を定めなければならない。

２　農林水産大臣及び環境大臣は、必要があると認められる場合には、前項の基準を変

更することができる。

３　農薬使用者は、第一項の基準（前項の規定により当該基準が変更された場合には、

その変更後の基準）に違反して、農薬を使用してはならない。

　第十二条の二及び第十二条の三を削り、第十二条の四を第十二条の二とする。

　第十二条の五の見出しを「（農薬の使用の指導）」に改め、同条中「作物残留性農

薬、土壌残留性農薬又は水質汚濁性農薬を使用する者は、その使用」を「農薬使用者



は、農薬の使用」に改め、同条を第十二条の三とする。

　第十二条の六を削る。

　第十二条の七中「行なう」を「行う」に改め、同条を第十二条の四とする。

　第十三条第一項中「製造業者、輸入業者、販売業者又は防除業者その他の」を「製造

者、輸入者、販売者又は」に、「販売業者に」を「販売者に」に、「第十二条の二、第

十二条の三、第十二条の四第一項」を「第十一条、第十二条第三項、第十二条の二第一

項」に、「その業務若しくは農薬の」を「農薬の製造、加工、輸入、販売若しくは」に

改め、同条第三項中「製造業者、輸入業者又は防除業者その他の」を「製造者、輸入者

又は」に、「販売業者」を「販売者」に、「その業務若しくは農薬の」を「農薬の製

造、加工、輸入、販売若しくは」に改める。

　第十三条の二第一項中「製造業者、輸入業者、販売業者若しくは防除業者その他の」

を「製造者、輸入者、販売者若しくは」に、「その業務若しくは農薬の」を「農薬の製

造、加工、輸入、販売若しくは」に改める。

　第十三条の三第一項中「第十一条及び第十二条第一項の規定による農林水産大臣の権

限並びに」を削り、「環境大臣の権限」の下に「並びに第十四条第二項の規定による農

林水産大臣の権限」を加え、同条第二項を削る。

　第十三条の四中「第十一条、第十二条第一項並びに」を削り、「第三項」の下に「並

びに第十四条第二項」を加える。

　第十四条第一項中「製造業者又は輸入業者」を「製造者又は輸入者」に、「製造業者

若しくは輸入業者」を「製造者若しくは輸入者」に改め、同条第二項中「販売業者」を

「販売者」に改め、同条第三項中「販売」の下に「又は使用」を加え、同条第四項中

「販売業者」を「販売者」に改める。

　第十五条の二第六項後段を次のように改める。

　　この場合において、第二条第二項第一号中「氏名（法人の」とあるのは「第十五条

の二第一項の登録を受けようとする者及びその者が同条第二項の規定により選任した

者の氏名（法人の」と、同項第九号中「製造し、又は加工しようとする農薬について

は、製造方法」とあるのは「製造方法」と、同条第三項第五号中「製造者又は輸入

者」とあるのは「第十五条の二第一項の登録を受けた者」と、第三条第三項中「一箇

月」とあるのは「二月」と、第四条第一項中「二週間」とあるのは「一月」と、同条

第三項中「一箇月」とあるのは「二月」と、第五条の二第一項中「製造若しくは加工

又は輸入の事業」とあるのは「製造業（農薬を製造し、又は加工してこれを販売する

事業をいう。以下同じ。）」と、「製造若しくは加工若しくは輸入の事業」とあるの

は「製造業」と、同条第二項中「製造若しくは加工又は輸入の事業」とあるのは「製

造業」と、同条第三項中「二週間」とあるのは「一月」と、「製造若しくは加工又は

輸入の事業」とあるのは「製造業」と、第六条第二項中「二週間」とあるのは「一

月」と、同条第五項中「製造若しくは加工又は輸入」とあるのは「製造業」と、「二



週間」とあるのは「一月」と、同条第六項中「二週間」とあるのは「一月」と、第六

条の五第二号中「第二条第一項」とあるのは「第十五条の二第一項」と、「製造若し

くは加工又は輸入」とあるのは「製造業」と、同条第三号及び第六条の六第一号中

「第二条第一項」とあるのは「第十五条の二第一項」と、同条第四号及び第六条の七

中「第十四条第一項」とあるのは「第十五条の五第一項」と、同条第三号中「製造者

又は輸入者」とあるのは「第十五条の二第一項の登録を受けた者及びその者が同条第

二項の規定により選任した者」と、第七条中「その製造し若しくは加工し、又は輸入

した農薬を」とあるのは「第十五条の二第一項の登録に係る農薬で本邦に輸出される

ものを製造し、又は加工してこれを」と、第九条第四項中「製造者又は輸入者が製造

し若しくは加工し、又は輸入した」とあるのは「当該登録外国製造業者が製造し、又

は加工して販売した」と、第十条の二中「その製造し、加工し、輸入（輸入の媒介を

含む。）し、若しくは販売する農薬」とあり、及び「その製造し、加工し、又は輸入

する農薬」とあるのは「第十五条の二第一項の登録に係る農薬で本邦に輸出されるも

の」と読み替えるものとする。

　第十五条の四の見出し中「輸入業者」を「輸入者」に改め、同条第一項中「輸入業者

は」を「輸入者は」に、「当該輸入業者」を「当該輸入者」に改め、同項第二号中「輸

入業者」を「輸入者」に改め、同条第二項中「輸入業者」を「輸入者」に、「事業」を

「輸入」に改め、同条第三項中「輸入業」及び「事業」を「輸入」に改める。

　第十六条第二項中「第十二条の二第一項、第十二条の三第一項若しくは第十二条の四

第一項若しくは第二項」を「又は第十二条の二第一項若しくは第二項」に改め、「、又

は第十二条の二第二項（第十二条の三第二項において準用する場合を含む。）の環境省

令を制定し、若しくは改廃しようとするとき」を削り、同条に次の一項を加える。

３　農林水産大臣及び環境大臣は、第二条第一項の規定により特定農薬を指定し、若し

くは変更しようとするとき、又は第十二条第一項の農林水産省令・環境省令を制定

し、若しくは改廃しようとするときは、農業資材審議会の意見を聴かなければならな

い。

　第十六条の二第一項中「作物残留性農薬、土壌残留性農薬又は」を削り、同条第二項

を削る。

　第十七条中「一に」を「いずれかに」に、「これを一年」を「三年」に、「又は五万

円」を「若しくは百万円」に、「処する」を「処し、又はこれを併科する」に改め、同

条第一号中「又は第十条の二」を「、第十条の二」に改め、「含む。）」の下に「、第

十一条又は第十二条第三項」を加え、同条第三号を次のように改める。

　三　第十二条の二第二項の規定により定められた規則の規定に違反して都道府県知事

の許可を受けないで水質汚濁性農薬に該当する農薬を使用した者

　第十八条中「一に」を「いずれかに」に、「これを六月」を「六月」に、「又は三万

円」を「若しくは三十万円」に、「処する」を「処し、又はこれを併科する」に改め、



同条第一号中「（第十一条第二項において準用する場合を含む。）」及び「、第十一条

第一項」を削る。

　第十八条の二を削る。

　第十八条の三中「一万円」を「三十万円」に改め、同条を第十八条の二とする。

　第十九条中「前四条」を「前三条」に、「外」を「ほか」に、「又は人に対して」を

「に対して次の各号に定める罰金刑を、その人に対して」に改め、ただし書を削り、同

条に次の二号を加える。

　一　第十七条第一号（第二条第一項又は第九条第一項に係る部分に限る。）又は第二

号　一億円以下の罰金刑

　二　第十七条（前号に係る部分を除く。）、第十八条又は第十八条の二　各本条の罰

金刑

　　　附　則

　（施行期日）

第一条　この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定め

る日から施行する。ただし、附則第三条、第六条及び第八条の規定は、公布の日から

施行する。

　（検討）

第二条　政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律による改正

後の農薬取締法（以下「新法」という。）の規定の実施状況等について検討を加え、

必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

　（農薬の登録に関する経過措置）

第三条　農薬を製造し若しくは加工し、又は輸入しようとする者（この法律による改正

前の農薬取締法（以下「旧法」という。）第一条の二第四項に規定する製造業者及び

輸入業者を除く。）は、この法律の施行の日（以下「施行日」という。）前において

も、新法第二条の規定の例により、その製造し若しくは加工し、又は輸入しようとす

る農薬について、農林水産大臣の登録の申請をすることができる。

２　農林水産大臣は、前項の規定により登録の申請があった場合には、施行日前におい

ても、新法第二条の規定の例により、当該農薬の登録をすることができる。この場合

において、同条の規定の例により登録を受けたときは、施行日において同条の規定に

より農林水産大臣の登録を受けたものとみなす。

　（販売者の届出に関する経過措置）

第四条　この法律の施行の際現に旧法第一条の二第四項に規定する販売業者である者で

あって、その営業を開始した日から二週間を経過しておらず、かつ、旧法第八条第一

項の規定による届出をしていないものについての新法第八条第三項の規定の適用につ

いては、同項中「開始の日までに」とあるのは、「開始の日から二週間以内に」とす

る。



　（外国製造農薬の輸入者の届出に関する経過措置）

第五条　施行日から起算して二週間を経過する日までに新法第十五条の二第一項の登録

に係る農薬の輸入を開始しようとする者（旧法第一条の二第四項に規定する輸入業者

を除く。）についての新法第十五条の四第三項の規定の適用については、同項中「開

始の日の二週間前までに」とあるのは、「開始の日までに」とする。

　（施行のために必要な準備）

第六条　農林水産大臣及び環境大臣は、新法第二条第一項に規定する特定農薬を指定し

ようとするとき、又は新法第十二条第一項の農林水産省令・環境省令を制定しようと

するときは、施行日前においても、農業資材審議会の意見を聴くことができる。

　（罰則の適用に関する経過措置）

第七条　この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。

　（政令への委任）

第八条　この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、

政令で定める。



　　　　　理　由

　近年における農薬の流通の多様化の状況等にかんがみ、農薬の品質の適正化とその安

全かつ適正な使用を図るため、農林水産大臣の登録を受けていない農薬の製造、加工及

び輸入並びに使用を禁止するとともに、輸入の媒介を行う者が農薬の有効成分の含有量

等に関して虚偽の宣伝をすることを禁止する等の措置を講ずる必要がある。これが、こ

の法律案を提出する理由である。


